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Ⅰ 処遇改善等加算制度 

○こども家庭庁からの通知について 

 こども家庭庁から、令和７年４月 11 日付けで、「施設型給付費等に係る処遇

改善等加算について」（令和７年４月 11 日付こ成保２９６、７文科初第 250

号）が、通知されました。見直しがあった内容は、以下のとおりです。 

 また、今回の改正内容については、国から説明資料（パワーポイント）「令

和７年度以降の処遇等改善加算について」が、提供されていますので、併せて

ご確認ください。 

 

○令和７年度から見直しされた内容 

大きく分けて３分類、８項目の見直しがありました。見直しの概要は以下の

とおりです。 

 

Ⅰ 処遇改善等加算の一本化の体系 

①旧加算Ⅰ・Ⅱ・Ⅲの一本化（区分１（基礎分）、区分２（賃金改善分）、  

区分３（質の向上分）の設定） 

②区分１（旧加算Ⅰ（基礎分））におけるキャリアパス要件の要件化   

（１年間の経過措置あり） 

③区分２（旧加算Ⅲの部分）の認定主体の変更 

 

Ⅱ 配分ルール・賃金改善の方法 

①区分３（旧加算Ⅱ）の加算額の算定方法 

・人数Ａ「基礎職員数×1/3」の算定から、「（基礎職員数×1/3）と研修修了者

数の少ない方の数」により算定することに改められました。 

・人数Ｂ「基礎職員数×1/5」の算定から、「（基礎職員数×1/5）と研修修了者

数の少ない方の数」により算定することに改められました。 



4 

 

 

②区分３（旧加算Ⅱ）の配分方法 

・４万円の賃金改善を行う副主任保育士等を確保する要件を廃止 

・副主任保育士、専門リーダー等に準ずる職位や職務命令を受けている者で、

年度内に研修修了を予定している者についても、加算額を配分できること 

・一人４万円を超えない範囲で施設の判断により柔軟に配分できること 

 

③区分２（旧加算Ⅰ（賃金改善分）・Ⅲ）、区分３（旧加算Ⅱ）による賃金改善

の方法 

・合計額の 1/2 以上を基本給・毎月支払われる手当により改善すること 

 

Ⅲ賃金改善の確認方法 

①以下の２つの観点で確認することとなりました。 

・区分２・区分３の加算額以上に賃金改善を図っていること 

・前年度の賃金水準を引き下げていないこと 

②特別な事情がある場合は、労使の合意の下、起点となる賃金水準を「必要最

小限な範囲」において引き下げることを認めるものとした。 

 

※旧加算Ⅱ（区分３）について、20％を上限として同一の設置者・事業者が運

営する他の施設・事業所における賃金の改善に充てることができる運用は、予

定どおり令和６年度をもって終了しました。 
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区分１（基礎分） 

 

○令和６年度からの変更点 

旧加算Ⅰは「基礎分」と「賃金改善分」、「キャリアパス要件分」で構成され

ていましたが、区分１は「基礎分」のみに見直されました。 

これまで、キャリアパス要件を満たさない園は、２％を減じる取扱いとして

いましたが、令和８年度以降は、キャリアパス要件を満たすことが加算算定要

件となりました。 

 

出典 令和７年度以降の処遇改善等加算について（こども家庭庁） 

１ 加算要件 

（１）から（３）までの要件を全て満たすこと又は区分３の適用を受けている

ことが必要です。 

（１） 次の要件にいずれも適合していること 

・職員の職位、職責又は職務内容等に応じた勤務条件等の要件（職員の賃金

に関するものを含む。）を定めていること 

・職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払わ

れるものを除く。）を定めていること 
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（２） 書面の整備 

（１）の内容について就業規則等の明確な根拠規程を書面で整備し、全ての

職員に周知していることが必要です。（非常勤職員及び法人の役員等を兼務し

ている職員を含む。） 

 

（３） 研修の実施、研修機会の確保 

職員の職務内容等を踏まえ、職員と意見を交換しながら、資質向上の目標並

びに次のⅰ及びⅱに掲げる具体的な計画を策定し、当該計画に係る研修（通常

業務中に行うものを除き、教育に係る長期休業期間に行うものを含む。以下同

じ。）の実施又は研修の機会を確保し、それを全ての職員に周知していること

が必要です。 

ⅰ 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施す

るとともに、そのフィードバックを行うこと 

ⅱ 幼稚園教諭免許状・保育士資格等を取得しようとする者がいる場合は、資

格取得のための支援（例えば、研修受講のための勤務シフトの調整や休暇

の付与、交通費、受講料等の費用負担の援助等）を実施すること 

【補足】「資格取得のための支援」とは 

幼稚園教諭免許状・保育士資格等の取得を促すためのものですが、必ずしも

例示されている全ての取組を満たすことを想定しているものではありませ

ん。 

 

①研修実施等について 

 研修実施又は研修機会の確保を図ることが必須となります。 

a 施設・事業所職員の職位、職務内容等に応じた研修の実施 

具体的には、所長・主任保育士研修など職位に応じた研修、又は職務内容

に応じた研修などを想定しています。 

b 研修機会の確保 

 研修機会が確保できていれば加算要件を満たします。 

 （何らかの事情で、研修が実施できなかった場合でも算定可能です。） 
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②研修内容について 

研修内容は、社会通念上、明らかに職員の研鑽目的でないものを除き、施設

の実情に応じて取り組んでいれば認められます。 

 

③フィードバックについて 

個別面談や、自己評価に対し施設長や管理職の職員等が評価を行うなどによ

り実施してください。 

【ポイント】 

施設・事業所の職員が業務や能力に対する自己評価をし、その認識が事業

者全体の方向性でどのように認められているのかを確認し合うことが重要で

す。この趣旨を踏まえて適切に運用されていることが必要です。 

 

【補足】 

研修や技術指導の効果が、職員の資質向上に繋がっているかどうかについ

て、個別面談するなどにより確認することで足り、５段階評価等を行うこと

までは求めていません。 

 

２ 加算率 

 職員１人当たりの平均経験年数の区分に応じた割合が加算率となります。 

 

出典 令和７年度以降の処遇改善等加算について（こども家庭庁） 
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（１）職員１人当たりの平均経験年数の算出について 

①対象職員 

その職種にかかわらず、当該年度の４月１日現在に、当該施設・事業所に勤

務する全ての常勤職員※です。  

※常勤職員とは… 

就業規則において定められている常勤の従事者が勤務すべき時間数（教

育・保育に従事する者にあっては、１か月に勤務すべき時間数が 120 時間以

上であるものに限る。）に達している者又は当該者以外の者であって１日６

時間以上かつ月 20 日以上勤務するもの） 

 

・認可外保育施設での勤務期間は、認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の

証明書が交付されている期間のみを含めることができます。ただし、認可外

保育施設の届出後、初めての指導監査の結果、当該証明書を交付された施設

については、事業開始の日から当該証明書が交付されるまでの期間を含める

ことができます。 

・複数の施設で勤務する職員は、主に勤務する施設・事業所を算定対象としま

す。 

・居宅訪問型保育事業においても、当該事業を行う事業所を単位として職員１

人当たりの平均経験年数を算定します。 
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②平均経験年数の算出 

・ 「職員 1人当たりの平均経験年数」の算定は、加算当年度の４月１日時点で

行います。年度途中に確認を受けた施設・事業所にあっては、確認日で行い

ます。 

 

・すべての対象職員の当該施設・事業所又は他の施設・事業所（次に掲げるも

のに限る。）における勤続年月数を通算した年月数を合算した総年月数を当

該職員の総数で除して得た年数（６月以上の端数は１年、６月未満の端数は

切り捨て）です。 

（例） 

 

 

  ５年３ヶ月        ７年６ヶ月       １３年６ヶ月 

 ２６年３か月 ÷ ３人 ＝ ８年９ヶ月※ よって 平均経験年数は９年 

 ※６月以上の端数は１年に切り上げ 

 

○過去の経歴を含めることができる施設・事業所 

対象事業項目 詳細 

子ども・子育て支援法第７条第４項に

定める教育・保育施設 

認可保育所、幼稚園、認定こども園 

子ども・子育て支援法第７条第５項に

定める地域型保育事業 

家庭的保育事業、小規模保育事業他 

学校教育法第１条に定める学校及び第

124 条に定める専修学校 

小学校、中学校、高等学校、 

中等教育学校、特別支援学校、 

大学及び高等専門学校、専修学校 

社会福祉法第２条に定める社会福祉事

業を行う施設・事業所 

保護施設、老人福祉施設（軽費老人 

ホーム、養護老人ホーム、特別養護 

老人ホーム）、婦人保護施設、 

児童福祉施設、障害児通所支援事

Ａさん 

前歴    現在 

３年   ２年３ヶ月 

Ｂさん 

前歴      現在 

１年６ヶ月   ６年 

Ｃさん 

前歴    現在 

８年   ５年６ヶ月 
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業、障害者支援施設、障害福祉サー

ビス事業、盲人ホーム、視聴覚障害

者情報提供施設、福祉ホームなど 

病児保育事業等の第２種社会福祉事

業など 

児童福祉法第 12 条の 4 に定める施設 児童相談所一時保護施設 

認可外保育施設（児童福祉法第 59 条

の２第１項に定める施設）のうち、以

下に掲げるもの 

ア地方公共団体における単独保育施策

による施設 

イ認可外保育施設指導監督基準を満た

す旨の証明書の交付された施設※ 

ウ企業主導型保育施設 

エ幼稚園を設置する者が当該幼稚園と

併せて設置している施設 

オ上記（ア～エ）以外の認可外保育施

設が教育・保育施設又は地域型保育事

業に移行した場合における移行前の認

可外保育施設 

※証明書の発行期間に勤務していた 

履歴のみ加算可、ただし、認可外保

育施設の届出後、初めての指導監査

の結果、当該証明書を交付された施

設については、事業の開始の日から

当該証明書が交付されるまでの期間

も加算可 

医療法に定める病院、診療所、介護老

人保健施設、介護医療院及び助産所 

保健師、看護師又は准看護師に限る 

子ども・子育て支援法第 30 条第１項

第４号に定める特例保育を行う施設 

 

③勤続年月数の確認方法（認定申請の際、市へ提出が必要） 

・施設、事業所による職歴証明書のほか、雇用保険加入履歴や年金加入記録な

ど、加算認定申請書に記載された職歴が把握・推認される資料等によって算

定してください。 

・職歴証明書によらず、雇用保険加入履歴や年金加入記録などから推認する場

合は、労働条件通知書等もあわせて確認をしてください。 

・公立施設に在職している期間は、辞令の写しで代用可能です。 

・勤務経歴の確認できないものは、経験年数に合算することはできません。必

ず勤務履歴が証明できる資料を保管してください。 
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④派遣労働者、産前・産後休暇、育児休業等の経験年数の算定可能期間 

・派遣労働者の経験年数は算定対象となります。また、育児休業・産前産後休

業を取得している職員については、当該休業期間の有給・無給を問わず算定

対象となります。なお、育児休業・産前産後休業を取得している職員本人の

経験年数が算定対象となるため、当該職員の代替職員の経験年数は算定対象

となりません。 

 

＜各種休暇等と算定関係＞ 

 含める 含めない 

産前産後休暇（有給）及び（無給）期間 ○  

育児休業（有給）及び（無給）期間 ○  

病気休暇（有給）期間 ○  

病気休暇（無給）期間  ○ 

休職（有給）期間 ○  

休職（無給）期間  ○ 

 

３ 賃金改善の対象職員 

（１）対象職員について 

保育士や幼稚園教諭だけでなく、事務職員、調理員、栄養士やスクールバ

スの運転手等を含め、通常の教育・保育に従事するすべての職員（非常勤職

員含む）が対象となります。ただし、一時預かり専従職員や法人勤務の職員

など（公定価格で措置されていない職員）は、賃金改善の対象外となりま

す。 

 

（２）加配職員（施設独自）や、派遣職員※について 

いずれも賃金改善の対象となります。 

 

※派遣職員は、派遣元事業所を通じて賃金改善が確実に行われることの確

認が必要です。 

（３）育児休業を取得した場合の賃金改善額について 

  育児休業の無給期間中は、賃金改善額はゼロになります。 
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４ 要件確認における加算額の算定（加算見込額）について 

区分１と区分２の加算見込額の算定により計算します。 

具体的には、利用子どもの認定区分及び年齢区分ごとに、次の＜算式＞によ

り算定した額を合算して得た額（千円未満の端数は切り捨て）です。 

 

＜算式＞ 

「加算当年度の区分１及び区分２の単価の合計額」×｛「加算率」×100｝×

「見込平均利用子ども数」×「賃金改善実施期間の月数」 

 

加算見込額の算式における「処遇改善等加算の単価の合計額」の算定に当た

っては、実際の加算額と極力近しい値となるよう見込む必要があります。 

例えば、「土曜日に閉所する場合」など、処遇改善等加算に関連する各調整

部分についても、加算見込額の正確性を高めるために、調整部分のうち処遇改

善等加算部分を算出し、加算見込額から減算することになります。 

 

５ 配分方法 

区分１の加算額は、職員の賃金の勤続年数等を基準として行う昇給等※に適

切に充ててください。 

※なお、当該加算による改善額に伴う法定福利費等の事業主負担分に充てる

ことも可能です。 

 

配分方法は、園が定めることとなりますが、特定の保育従事者等に合理的な

理由なく偏って配分するといった、恣意的な賃金改善が行われないよう留意し

てください。 

また、若手職員への配分を厚くする、保育従事者の経験に応じて傾斜をつけ

るなど、合理的な理由により施設の方針に基づき賃金改善を行うことは差し支

えありません。 
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区分２（賃金改善分） 

 

○令和６年度からの変更点 

 区分２は、「職員の賃金改善」として新しく整理され、旧加算Ⅰの「賃金改

善要件分」、「キャリアパス要件分」と旧加算Ⅲ賃金の継続的な引き上げ（ベー

スアップ分）で構成されることとなりました。 

 

 賃金改善の確認方法として、以下の３点の項目が追加されました。 

【変更点】賃金改善の確認方法 

・処遇改善加算（区分２・区分３）の加算額以上の賃金改善を図ること 

・前年度の賃金水準を引き下げていないか 

・特別な事情がある場合は、労使の合意の下、起点となる賃金水準を「必要

最小限な範囲」において引き下げることを新たに認める運用を開始 
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１ 加算要件 

 加算当年度の賃金改善実施期間において、次の（１）から（５）までの要件

を全て満たすことが必要です。 

（１）「加算による改善見込み総額」について 

「加算による改善見込み総額」が「加算見込額」を上回っていること 

 

（２）加算による改善等実績総額が加算額を下回った場合 

 翌年度に、下回った額の全額を職員の賃金（退職金（注１）及び法人の役員

等としての報酬、法定福利費等の事業主負担分を除く。以下同じ。）と加算に

よる改善額に伴う法定福利費等の事業主負担分として支払うこと 

（注１）退職者に対して第１の１の目的と関連なく適用される賃金の項目や

その増額については、その名目にかかわらず、処遇改善等加算の賃金の改善

に要した費用に含めることはできません。  

（注２）加算額には職員の賃金の改善に伴う法定福利費等の事業主負担分が

含まれていることから、加算額との比較に当たっては、実際に支払った職員

の賃金の改善に併せて増加する法定福利費等の事業主負担分も含めることが

できます。 

 

（３）国家公務員の給与改定に伴う増額改定時の対応 

 賃金の追加的な支払いを行ってください。 

○増額改定分の支払い等について 

【施設・事業者】 

・増額改定分の全額を一時金等により支払い、法定福利費等の事業主負担に

充ててください。 

・次年度以降の給与表、給与規定等の改定を行ってください。 
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（４）特別な事情に係る届出 

 「①加算当年度の加算による改善額等の影響を除いた賃金見込総額」が「②

基準年度における加算額等の影響を除いた支払賃金総額」を下回った場合は、

その全額を速やかに職員の賃金として支払ってください。 

 なお、①が②を下回った場合において、以下に掲げる必要事項を記載した特

別な事情に係る届出をした場合に限り、要件を満たすことができます。 

 

○必要事項 

・事業の継続を図るために、職員の賃金を引き下げる必要がある状況 

・賃金水準の引き下げの内容 

・経営及び賃金水準の改善の見込み 

・賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ていること等 

 

（留意点） 

※１．施設・事業所全体の超過勤務手当が基準年度と比べて増加（減少）し

ている場合は、超過勤務手当の差額を「①加算当年度の加算による改善額

等の影響を除いた賃金見込総額」から差し引く（加える）調整をしても差

し支えない。 

 

※２.(1)の要件を満たした上で、加算当年度の加算額が基準年度の加算額と

比べて減額となる場合、加算当年度にその部分を一時金等として支払った

場合に、減額調整を行うことが可能である。 

 

（５）職員への周知 

賃金改善の具体的な内容を職員に周知していること。 
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２ 賃金改善の対象職員 

 区分１と同様です。Ｐ11～Ｐ12 を参照してください。 

 

３ 加算額の算定（加算見込額）について 

区分２の加算見込額は、区分１と区分２の加算見込額の算定により計算しま

す。 

区分１でご説明した算式と同様です。Ｐ12 を参照してください。 

 

４ 配分方法 

・基本給、手当、賞与又は一時金等により改善してください。 

・区分２と区分３を併せた加算による改善額のうち１／２以上を、基本給・決

まって毎月支払われる手当により改善してください。 

 

国家公務員の給与改定に伴う公定価格における人件費の改定分には、国家

公務員の給与改定に係る区分２の加算額の増加分も含まれるため、区分２及

び区分３を併せた加算による改善額には、国家公務員の給与改定に係る区分

２の加算額の増加分は含みません。 

 

Ｑ＆Ａより 

【問１】加算認定が遅れたため、1/2 以上を基本給・決まって毎月支払われる

手当により改善することができなかった場合の取扱い 

（答）制度変更に伴う事情により、区分２・３の加算額の認定が遅れた場合

は、「1/2 以上を基本給・決まって毎月支払われる手当により改善するこ

と」を満たしていない場合であっても、当該要件を満たすものとして取り扱

います。ただし、認定されてから翌月以降できるだけ速やかに「1/2 以上を

基本給・決まって毎月支払われる手当により改善すること」を満たすことと

してください。 
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【問２】毎月支払う手当等による改善額が 1/2 を下回った場合ペナルティーは

あるか 

（答）賃金改善計画書策定時に想定していなかった事情が発生した影響によ

り、基本給・決まって毎月支払われる手当による改善額が賃金改善額の１／

２を下回った場合は、加算認定の取り消しとなりません。 

賃金改善実績報告書において加算残額が発生している場合には、翌年度

に、その全額を一時金等により職員の賃金改善に充てる必要があります。 

 

【問３】法人役員を兼務する施設長の賃金改善 

（答）通常の教育・保育に従事する職員として、施設・事業所が定めた給与

規程に基づき、給与が支払われている施設長であれば、法人役員を兼務して

いる場合も、加算対象となります。 
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区分３（質の向上） 

 

○令和６年度からの変更点 

 区分３は、「職員の技能・経験の向上に応じた賃金改善」として位置づけら

れました。旧加算区分は、加算Ⅱです。変更内容は、以下のとおりです。 

【変更点１】加算額の算定方法 

 ・４万円の賃金改善を行う副主任保育士等を確保する要件の廃止 

・基礎職員数の 1/3（人数Ａ）に満たない研修修了者数であっても、研修

修了者数に応じた加算算定要件が緩和（人数Ｂも同じ） 

 

【変更点２】配分方法 

・加算額の配分職員として、年度内に研修修了を予定している者で、副主

任保育士、専門リーダー等に準じる職位や職務命令を受けている者を追

加 

・１人４万円を超えない範囲で柔軟な配分が可能 

 

【変更点３】賃金改善の方法 

・区分２と区分３の加算額の 1/2 以上を基本給・決まって支払われる手当

により改善を行うことと 

 

【変更点４】賃金改善の確認方法 

・区分２、区分３の加算額以上に賃金改善を図ること 

 

【変更点５】他施設・事業所への充当 

・加算Ⅱでは、20％を上限として同一の設置者・事業者が運営する他の施

設・事業所における賃金の改善に充てることがで きましたが、区分３は

充当できなくなった。 
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１ 加算要件 

加算当年度の賃金改善実施期間において、区分２に記載の要件に加えて、次

の（１）から（５）までの要件を全て満たすことが必要です。 

 

（１）研修修了者の員数 

次に掲げる職員が少なくとも合計１以上いること 

①副主任保育士等（次に掲げる要件をすべて満たす職員） 

ⅰ副主任保育士・専門リーダー（保育所、地域型保育事業所及び認定こども

園）若しくは中核リーダー・専門リーダー（幼稚園及び認定こども園）又

はこれらに相当する職位の発令や職務命令を受けていること（注）。 

ⅱ７年以上の経験年数を有するとともに、別に定める研修を修了しているこ

と。 

（注）家庭的保育事業及び居宅訪問型保育事業にあっては、職位の発令や職務

命令を受けていることを要しません。 

 

②職務分野別リーダー等（次に掲げる要件をすべて満たす職員） 

ⅰ 職務分野別リーダー（保育所、地域型保育事業所及び認定こども園）若

しくは若手リーダー（幼稚園及び認定こども園）又はこれらに相当する職位

の発令や職務命令を受けていること（注）。 

ⅱ３年以上の経験年数を有するとともに、「乳児保育」「幼児教育」「障害児

保育」「食育・アレルギー」「保健衛生・安全対策」「保護者支援・子育て支

援」のいずれかの分野（若手リーダー又はこれに相当する職位については、

これに準ずる分野や園運営に関する連絡調整等）を担当するとともに、別に

定める研修を修了していること。 

（注）家庭的保育事業及び居宅訪問型保育事業にあっては、職位の発令や職務

命令を受けていることを要しません。 
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③園長又は主任保育士、副園長、教頭、主幹教諭、主幹保育教諭等であって、

副主任保育士・専門リーダーを対象とした別に定める研修を修了している者 

 

・加算当年度の４月１日時点の研修修了者の人数で判定 

・加算当年度の４月１日時点において研修修了者がいない施設は、年度途中

に研修修了者を１人以上確保でき、本要件を満たすこととなった場合は、要

件を満たすこととなった日の属する月の翌月から加算を適用 

 

職員の要件に関するＱ＆Ａ 

【問１】発令について（毎年発令を行う必要があるか） 

（答）一度発令した職位等と同一の職位等に引き続き在職する場合であれ

ば、改めて発令を行う必要はありません。 
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（２）別に定める研修 

 施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱ（区分３）に係る研修修了要件につ

いて（令和４年 12 月７日）（一部抜粋） 

１ 保育所及び地域型保育事業所 

（１）実施主体 

実施主体は以下の者とする。 

①都道府県 

②「保育士等キャリアアップ研修の実施について」（平成 29 年４月１日付け

雇児保発 0401 第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知）の別

紙「保育士等キャリアアップ研修ガイドライン」（以下「ガイドライン」と

いう。）の６による指定を受けた機関（市町村、指定保育士養成施設又は就

学前の子どもに対する保育に関する研修の実績を有する非営利団体に限

る。） 

（２）研修内容 

ア 専門分野別研修 

①乳児保育、②幼児教育、③障害児保育、④食育・アレルギー対応、⑤保健

衛生・安全対策、⑥保護者支援・子育て支援の６分野とし、それぞれの研修

内容については、ガイドラインの別添１「分野別リーダー研修の内容」にお

いて、対応する分野毎に定める「ねらい」及び「内容」を満たすものとす

る。 

また、研修時間は各分野 15 時間以上とする。 

イ マネジメント研修 

ガイドラインの別添１「分野別リーダー研修の内容」において定めるマネジ

メント分野の「ねらい」及び「内容」を満たすものとし、研修時間は 15 時

間以上とする。 

（３）対象者及び修了すべき研修分野 

ア 副主任保育士 

専門分野別研修のうちの３以上の研修分野及びマネジメント研修 

イ 専門リーダー 

専門分野別研修のうちの４以上の研修分野 

ウ 職務分野別リーダー 

専門分野別研修のうち、職務分野別リーダーとして担当する職務分野に対応

する分野を含む１以上の研修分野 
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※教育公務員特例法及び教育職員免許法の一部を改正する法律（令和４年法

律第 40 号）の一部施行（令和４年７月１日）より前に実施された幼稚園教

諭免許状に係る免許状更新講習（以下「旧免許状更新講習」という。）及び

免許法認定講習のうち、都道府県が専門分野別研修の各研修分野として適当

と認める研修を修了し、それらを複数組み合わせて１つの分野の修了時間が

計 15 時間以上に達した場合には、当該研修分野に係る専門分野別研修を修

了したとみなすことができる。 

（４）保育所等における園内研修の取扱いについて 

保育所及び地域型保育事業所（以下「保育所等」という。）が企画・実施す

る園内における研修（以下「保育所等における園内研修」という。）につい

ては、保育所等における園内研修を行う施設・事業者からの申請に基づき、

都道府県が、その内容及び研修時間について、以下の要件を満たしているこ

とを確認した場合には、当該保育所等における園内研修の修了者について、

対応する研修分野の研修に関して１分野最大４時間の研修時間が短縮される

ものとする。 

・研修の講師が、（５）に定める研修の講師であること。 

・研修の目的及び内容が明確に設定されており、また、（２）に定める研修

分野が設定されているとともにその内容が（２）に沿ったものとなっている

こと。 

・研修受講者が明確に特定されており、園内研修を実施する保育所等におい

て研修修了の証明が可能であること。 

（５）実施方法等 

研修の実施に当たっては、講義形式のほか、演習やグループ討議等を組み合

わせることにより、より円滑、かつ、主体的に受講者が知識や技能を修得で

きるよう、工夫することが望ましい。なお、ｅラーニングで実施する場合

は、保育士等キャリアアップ研修をｅラーニングで実施する方法等に関する

調査研究（平成 30 年度厚生労働省委託事業）を参考にすること。 

さらに、研修の講師は、指定保育士養成施設の教員又は研修内容に関して、

十分な知識及び経験を有すると都道府県知事が認める者とする。 

（６）その他 

ア （１）から（５）に定めるほか、研修の実施に当たって必要な事項は、

ガイドラインに定めるとおりとする。 

イ 研修に係る要件の必須化後は、加算の認定に当たっては、認定を行う都

道府県、指定都市、中核市又は都道府県知事との協議により処遇改善等加算

通知に基づく事務を行うこととする市町村（以下「加算認定自治体」とい

う。）において、加算の申請を行う施設・事業所からガイドラインの５
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（１）に定める修了証の写しを提出させること等により、加算の対象職員

（以下「加算対象職員」という。）が研修を修了していることを適切に確認

することを想定している。 

また、ガイドラインの５（３）のとおり、修了証については、修了した研修

が実施された都道府県以外の都道府県においても効力を有するものであるこ

と。 

２ 幼稚園 

（１）実施主体 

実施主体は以下の者とする。 

①都道府県又は市町村（教育委員会を含む。） 

②幼稚園関係団体又は認定こども園関係団体のうち、都道府県が適当と認め

た者 

③大学等（大学、大学共同利用機関若しくは指定教員養成機関又は独立行政

法人教職員支援機構若しくは独立行政法人国立特別支援教育総合研究所をい

う。） 

④その他都道府県が適当と認めた者 

⑤園内における研修を企画・実施する幼稚園又は認定こども園 

なお、②又は④に基づき、管内に所在する施設の加算に係る研修の実施主体

として適当な者と認めるに当たっては、都道府県は、実施者からの申請に基

づき、以下の要件を満たしているか確認を行うこと。 

・これまで幼稚園教諭又は保育教諭等に対し研修を実施してきた実績を有す

ること。 

・実施する研修が体系的に整理されているとともに、個々の研修の目的及び

内容が明確となっていること。 

・研修修了の証明及び研修受講歴の情報管理を行う能力を有すること。 

また、⑤に基づき、各園が企画・実施する園内における研修（以下「園内研

修」という。）を加算に係る研修と認めるに当たっては、加算認定自治体

は、幼稚園からの加算の申請に基づき、以下の要件を満たしているか確認を

行うこと。 

・研修内容に関して十分な知識及び経験を有すると①、②若しくは④が認め

る者又は③に所属する者を講師として行うものであること。 

・研修の目的及び内容が明確に設定されていること。 

・研修受講者が明確に特定されており、各園において研修修了の証明が可能

であること。 

（２）研修内容 

（１）に定める実施主体が実施する研修であって、幼稚園教育要領等を踏ま
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えて教育の質を高めるための知識・技能の向上を目的としたものとする。な

お、加算認定自治体が個別の研修についてあらかじめ認定を行うことは不要

である。 

また、中核リーダーについては、（３）に定める時間数のマネジメント分野

に係る研修（カリキュラム・マネジメント、組織マネジメント、他機関との

連携、リーダーシップ、人材育成・研修、働きやすい環境作りなど、園の円

滑な運営、教育・保育の質を高めるために必要なマネジメント及びリーダー

シップの能力を身につけるために必要な研修をいう。）を受講すること。 

（３）対象者及び修了すべき研修時間 

ア 中核リーダー及び専門リーダー 

合計 60 時間以上（ただし、中核リーダーについては、15 時間以上のマネジ

メント分野に係る研修を含む。また、園内研修については、15 時間以内の範

囲で含めることができる。） 

イ 若手リーダー 

合計 15 時間以上（担当する職務分野に対応する研修を含む。園内研修につ

いては、４時間以内の範囲で含めることができる。） 

（４）その他 

ア 個別の研修の受講歴については、職員個人が管理することを基本とす

る。 

イ 加算の申請を行う施設においては、研修に係る要件の必須化後を見据え

つつ、幼児教育センター、教育委員会等が行う経験年数や園内の役割に着目

した研修やテーマ別の研修、都道府県が適当と認めた者が行う研修、旧免許

状更新講習、免許法認定講習、都道府県等が行う保育士向けの研修及び園内

研修など、各加算対象職員が受講した多様な研修の修了状況を把握し、加算

対象職員の発令の種類に応じた研修受講歴の一覧化を行うこと。 

ウ 研修に係る要件の必須化後は、加算の認定に当たっては、加算認定自治

体において、加算の申請を行う施設から各職員の研修受講歴の一覧を提出さ

せること等により、加算対象職員が本通知に定める研修を受講していること

を適切に確認することを想定している。 

また、加算認定自治体により加算に係る研修を修了していることが確認され

た研修修了の証明については、他の加算認定自治体においても引き続き効力

を有するものとして取り扱うこと。 

なお、（１）②又は④に定める実施主体が実施する研修に関して、加算に係

る研修を修了していることの確認を受けていない研修修了の証明が、当該証

明を発行した者を研修実施主体として認めていない都道府県又は当該都道府

県の管内の加算認定自治体に提出された場合についても、加算に係る研修を
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修了したことを加算認定自治体において確認することにより、効力を有する

ものとして取り扱うことが可能であること。 

エ 保育士等キャリアアップ研修（乳児保育分野その他の保育所等に係る内

容に特化した研修及び保育実践研修を除く。）については、本項に定める研

修に含まれるものであり、本項の研修修了要件を満たすものとして取り扱う

（注）こと。ただし、マネジメント研修は中核リーダーに限り有効であるこ

と。 

（注）各分野 15 時間を修了する必要はなく、受講した時間数を加算に係る

研修の修了時間として算入することが可能であること。 

３ 認定こども園 

（１）実施主体 

実施主体は以下の者とする。 

①都道府県又は市町村（教育委員会を含む。） 

②認定こども園関係団体、幼稚園関係団体又は保育関係団体のうち、都道府

県が適当と認めた者 

③大学等（大学、大学共同利用機関若しくは指定教員養成機関又は独立行政

法人教職員支援機構若しくは独立行政法人国立特別支援教育総合研究所をい

う。） 

④その他都道府県が適当と認めた者 

⑤園内における研修を企画・実施する認定こども園又は幼稚園 

なお、②又は④に基づき、管内に所在する施設の加算に係る研修の実施主体

として適当な者と認めるに当たっては、都道府県は、実施者からの申請に基

づき、以下の要件を満たしているか確認を行うこと。 

・これまで保育教諭・幼稚園教諭・保育士等に対し研修を実施してきた実績

を有すること。 

・実施する研修が体系的に整理されているとともに、個々の研修の目的及び

内容が明確となっていること。 

・研修修了の証明及び研修受講歴の情報管理を行う能力を有すること。 

また、⑤に基づき、園内研修を加算に係る研修と認めるに当たっては、加算

認定自治体は、認定こども園からの加算の申請に基づき、以下の要件を満た

しているか確認を行うこと。 

・研修内容に関して十分な知識及び経験を有すると①、②若しくは④が認め

る者又は③に属する者を講師として行うものであること。 

・研修の目的及び内容が明確に設定されていること。 

・研修受講者が明確に特定されており、各園において研修修了の証明が可能

であること。 
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（２）研修内容 

（１）に定める実施主体が実施する研修であって、幼保連携型認定こども園

教育・保育要領、幼稚園教育要領及び保育所保育指針を踏まえて教育及び保

育の質を高めるための知識・技能の向上を目的としたもの（注）とする。な

お、加算認定自治体が個別の研修についてあらかじめ認定を行うことは不要

である。 

（注）認定こども園に勤務する加算対象職員であれば、担当する子どもの認

定区分（子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 19 条第１項各

号に掲げる就学前子どもの区分）や幼稚園教諭免許状及び保育士資格の保有

状況にかかわらず差異はないこと。 

また、中核リーダーについては、（３）に定める時間数のマネジメント分野

に係る研修（カリキュラム・マネジメント、組織マネジメント、他機関との

連携、リーダーシップ、人材育成・研修、働きやすい環境作りなど、園の円

滑な運営、教育・保育の質を高めるために必要なマネジメント及びリーダー

シップの能力を身につけるために必要な研修をいう｡）を受講すること。 

（３）対象者及び修了すべき研修時間 

ア 中核リーダー及び専門リーダー 

合計 60 時間以上（ただし、中核リーダーについては、15 時間以上のマネジ

メント分野に係る研修を含む｡また､園内研修については､15 時間以内の範囲

で含めることができる｡） 

イ 若手リーダー 

合計 15 時間以上（園内研修については､４時間以内の範囲で含めることがで

きる｡） 

（４）その他 

ア 個別の研修の受講歴については､職員個人が管理することを基本とする｡ 

イ 加算の申請を行う施設においては、研修に係る要件の必須化後を見据え

つつ、幼児教育センター、教育委員会等が行う経験年数や園内の役割に着目

した研修やテーマ別の研修、都道府県が適当と認めた者が行う研修、旧免許

状更新講習、免許法認定講習、都道府県等が行う保育士向けの研修及び園内

研修など、各加算対象職員が受講した多様な研修の修了状況を把握し、加算

対象職員の発令の種類に応じた研修受講歴の一覧化を行うこと。 

ウ 研修に係る要件の必須化後は、加算の認定に当たっては、加算認定自治

体において、加算の申請を行う施設から各職員の研修受講歴の一覧を提出さ

せる等により、加算対象職員が研修を修了していることを適切に確認するこ

とを想定していること。 

また、加算認定自治体により加算に係る研修を修了していることが確認され
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た研修修了の証明については、他の加算認定自治体においても引き続き効力

を有するものとして取り扱うこと。 

なお、（１）②又は④に定める実施主体が実施する研修に関して、加算に係

る研修を修了していることの確認を受けていない研修修了の証明が、当該証

明を発行した者を研修実施主体として認めていない都道府県又は当該都道府

県の管内の加算認定自治体に提出された場合についても、加算に係る研修を

修了したことを加算認定自治体において確認することにより、効力を有する

ものとして取り扱うことが可能であること。 

エ 保育士等キャリアアップ研修（保育実践研修を除く。）については、本項

に定める研修に含まれるものであり、本項の研修修了要件を満たすものとし

て取り扱う（注）こと。ただし、マネジメント研修は中核リーダーに限り有

効であること。 

（注）各分野 15 時間を修了する必要はなく、受講した時間数を加算に係る

研修の修了時間として算入することが可能であること。 

Ⅱ．研修修了要件の適用時期について 

（１）副主任保育士、中核リーダー及び専門リーダー 

Ⅰ１（３）ア若しくはイ、Ⅰ２（３）ア又はⅠ３（３）アに定める研修修了

要件については、令和８年度から適用することとし、令和７年度までの経過

措置期間における修了すべき研修は以下のとおりとすること。 

・令和４年度までの間は研修修了要件を適用しない。 

・令和５年度は、Ⅰ１（３）ア又はイのうち１以上の研修分野、Ⅰ２（３）

ア又はⅠ３（３）アのうち 15 時間以上の研修を修了すること。 

・令和６年度は、Ⅰ１（３）ア又はイのうち２以上の研修分野、Ⅰ２（３）

ア又はⅠ３（３）アのうち 30 時間以上の研修を修了すること。 

・令和７年度は、Ⅰ１（３）ア又はイのうち３以上の研修分野、Ⅰ２（３）

ア又はⅠ３（３）アのうち 45 時間以上の研修を修了すること。 

（２）職務分野別リーダー及び若手リーダー 

Ⅰ１（３）ウ、Ⅰ２（３）イ又はⅠ３（３）イに定める研修修了要件につい

ては、令和６年度から適用することとし、令和５年度までの間は研修修了要

件を適用しない。 

なお、処遇改善等加算通知の第５の２の（１）コⅱただし書により、副主任

保育士、中核リーダー又は専門リーダーにおいて月額４万円の改善を行う者

を１人以上確保したうえで、加算Ⅱ－①に係る賃金の改善を行う職務分野別

リーダー又は若手リーダーについても、令和６年度以降は、Ⅰ１（３）ウ、

Ⅰ２（３）イ又はⅠ３（３）イに定める研修修了要件を満たす必要があるこ

と。 
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Ⅲ．研修実施主体に係る経過措置について 

（１）令和３年度までの間は、Ⅰ２（１）②及び④並びにⅠ３（１）②及び

④については、「都道府県」とあるのを「加算認定自治体」と読み替えるも

のとすること。 

（２）令和３年度までに都道府県以外の加算認定自治体が研修の実施主体と

して適当と認めた者については、令和４年度以降において、当該加算認定自

治体が所在する都道府県から研修の実施主体として認められていない場合、

引き続き、当該加算認定自治体に所在する幼稚園又は認定こども園の加算に

係る研修の実施主体としてのみ適当と認めた者として扱うこと。この場合に

おいて、当該実施主体が発行した研修修了の証明について、Ⅰ２（４）ウな

お書き及びⅠ３（４）ウなお書きの取扱いを妨げるものではないこと。な

お、当該都道府県が研修の実施主体として適当な者と認めた場合は、Ⅰ２

（１）②若しくは④又はⅠ３（１）②若しくは④の取扱いとなること。 

Ⅳ．平成 30 年度以前に受講した研修の取扱いについて 

平成 30 年度以前に受講した研修については、加算認定自治体において、Ⅰ

に定める研修と内容が同等であると認められ、研修の受講が適切に確認でき

る場合に限り、要件を満たすものとして差し支えない。 

Ⅴ．旧免許状更新講習の取扱いについて 

旧免許状更新講習については、加算認定自治体において、研修の受講が適切

に確認できる場合に限り、引き続き、幼稚園又は認定こども園における研修

修了要件を満たすものとして差し支えない。 

Ⅵ．幼稚園又は認定こども園に勤務していた者が、保育所又は地域型保育事

業所に勤務することになり、Ⅰに定める研修を受講していない場合の取扱い

について 

（１）加算認定自治体が、Ⅰ２（２）又はⅠ３（２）に定める研修を、それ

ぞれⅠ２（３）ア又はⅠ３（３）アに定める時間以上受講していることを確

認できる場合、Ⅰ１（３）ア及びイに定める研修に係る要件を満たすものと

する。 

ただし、加算認定自治体において、当該者の研修受講計画を確認するなど、

できるだけ速やかにⅠ１（３）ア及びイに定める研修を受講することを促す

こと。 

（２）加算認定自治体が、Ⅰ２（２）又はⅠ３（２）に定める研修を、それ

ぞれⅠ２（３）イ又はⅠ３（３）イに定める時間以上受講していることを確

認できる場合、Ⅰ１（３）ウに定める研修に係る要件を満たすものとする。 

ただし、加算認定自治体において、当該者の研修受講計画を確認するなど、

できるだけ速やかにⅠ１（３）ウに定める研修を受講することを促すこと。 



29 

 

Ⅶ．その他 

加算認定自治体は、本通知に定めた研修修了要件も踏まえ、関係団体の行う

研修はもとより、幼稚園教諭免許状に係る旧免許状更新講習や免許法認定講

習の制度にも御理解の上、これらを加算における研修の実施主体、研修内容

等として適切に取り扱い、幼稚園教諭、保育教諭等の負担軽減への配慮を促

進されたい。 

 

（３）研修修了要件の適用 

研修修了要件が令和５年度から段階的に適用されています。 

加算対象職員は、区分３による賃金改善を受ける月の前月までに研修修了要件

通知に定める研修を修了する必要があります。 

 

出典 令和７年度以降の処遇改善等加算について（こども家庭庁） 

＜副主任保育士等（月額４万円の処遇改善の対象者）＞ 

・令和７年度に求める研修修了数は、３分野又は 45 時間以上 

・令和８年度から４分野又は 60 時間以上で完全適用 

＜職務分野別リーダー等（月額５千円の処遇改善の対象者）＞ 

・令和６年度から１分野又は 15 時間以上で完全適用 

 

認定申請時に、各職員の研修受講について申告していただき、指導監査の際に

受講歴を確認させていただきます。 
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研修についてＱ＆Ａ 

【問１】主任保育士に賃金改善を行う場合の研修修了要件 

（答）第２の３の(2)の（注２）の取扱いにより、賃金バランス等を踏まえ

主任保育士等に対して区分３－①による賃金の改善を行う場合、必ずしも当

該主任保育士等は研修を修了している又は修了見込みである必要はありませ

ん。本取扱いは、主任保育士等より副主任保育士等の賃金の方が高くなり賃

金バランスが崩れてしまう結果として副主任保育士等に対して賃金の改善が

できなくことを避けるため、必ずしも研修の修了を求めていません。 

 

【問２】「職務分野別リーダー等」の研修修了要件 

（答）施設・事業所において必要と認める場合に、職務分野別リーダー等に

対して、区分３－①による賃金の改善を行う場合、当該職務分野別リーダー

等は、必ずしも区分３－①で求めている研修を修了している又は修了見込み

である必要はありませんが、第２の３の(1)のⅱの「別に定める研修」を修

了している又は修了見込みである必要があります。 

 

【問３】研修修了見込者の取扱い 

（答）賃金の改善を行った研修修了見込みの者が年度内に研修を修了できな

かった場合、加算額の返還を求めることまでは要しませんが、翌年度に、速

やかに研修を修了してください。また、加算認定自治体においては、翌年度

の加算認定の際に当該者が研修を修了しているか確認を行ってください。当

該者が研修修了していない場合は、当該者を賃金改善の対象から除くよう求

めてください。 

 

【問４】研修修了者の人数はいつ時点で判断するのか。年度途中で増減があっ

た場合はどうするのか。 

（答）処遇改善等加算通知の第２の３の(1)の（注１）については増減を考

慮しません。区分３は基本給又は決まって毎月支払われる手当による改善を

求めており、研修修了者の増減により年度途中で加算額に変更が生じた場合

には基本給又は手当の金額も変更する必要があり給与表・給与規定等の改定

等の事務負担が発生することを踏まえ、事務手続きの負担軽減の観点から、

加算当年度の４月１日時点の人数で当該年度中は算定を行うこととします。 
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【問５】研修修了予定が年度内の職員に対して、いつまでに研修計画の作成や

本人への周知、職位や職務命令が必要か 

（答）基本的には処遇改善等加算の認定申請をするときまでに行うこととし

てください。個別の事情により、これらができなかった場合は、できるだけ

速やかに行っていただくことで差し支えありません。 

 

【問６】研修ⅰとⅱの両方を終了している場合、人数ＡとＢの両方に計上して

良いか 

（答）研修のⅰとⅱの両方を修了している者については、人数ＡとＢのどち

らかにのみ計上してください。どちらに計上するかは施設・事業所の判断と

なります。 

 

【問７】研修修了見込み者が研修を修了できなかった場合の取扱い 

（答）加算額算定に係る研修修了見込みの者が年度内に研修を修了できなか

った場合、加算額の返還を求めることまでは要しませんが、翌年度に、速や

かに研修を修了してください。なお、令和８年４月１日時点で研修を修了し

ていない場合、令和８年度の加算額算定に当たり、当該者は「人数Ａ」に含

めることができなくなるので御留意ください。 
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（４）加算区分に定める職員へ①から⑤に掲げる事項を行っていること 

・告示の別表に定める区分３-① 副主任保育士等※１※２ 

・告示の別表に定める区分３-② 職務分野別リーダー等※１ 

 ①賃金改善を行っていること 

 ②職員の職位、職責又は職務内容に応じた勤務条件を定めること 

 ③②に応じた賃金体系を定めていること 

 ④②、③の内容を就業規則等の書面で整備していること 

 ⑤②～④について、全ての職員へ周知していること 

 

※１ 研修修了見込みの者を含みます。 

※２ 職員の経験年数、技能、給与等の実態を踏まえ、当該施設・事業所に

おいて必要と認める場合には、職務分野別リーダー等に対して区分３－

①による賃金の改善を行うことができる。 

また、改善後の副主任保育士等の賃金が園長以外の管理職（幼稚園及

び認定こども園の副園長、教頭、主幹教諭等及び主幹保育教諭並びに保

育所等の主任保育士をいう。以下同じ。）の賃金を上回ることとなる場合

など賃金のバランス等を踏まえて必要な場合には、当該園長以外の管理

職に対して区分３－①による賃金の改善を行うことができる。 

 

（５）賃金の改善額について 

職員に対する賃金の改善額は、次に掲げる職員の区分に応じそれぞれに定

める要件を満たすこと。 

区分３－① 副主任保育士等 月額４万円を超えない範囲 

区分３－② 職務分野別リーダー等 原則として月額５千円。 

（副主任保育士等の改善額のうち最も低い額を上回らない範囲に

おいて、月額５千円以上４万円未満にすることができます。） 
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２ 賃金改善の対象職員 

区分３は、リーダー的な役割などを果たしている中堅の保育士等の専門性の

向上を図りつつ、キャリアアップの仕組みを構築するためのものです。 

そのため、区分３による賃金の改善は、原則として、処遇改善等加算通知第

２の３の(1)のⅰ「副主任保育士等」及びⅱ「職務分野別リーダー等」として

います。 

なお、上記に該当する場合には、事務職員、調理員、栄養士やスクールバス

の運転手等や、非常勤職員であっても、賃金の改善の対象とすることを妨げる

ものではありません。「改善後の副主任保育士等の賃金が園長以外の管理職の

賃金を上回ることとなる場合など賃金のバランス等を踏まえて必要な場合」に

は、当該園長以外の管理職も対象になります。 

【ポイント】 

・賃金バランスが崩れる場合は、主任保育士等の管理職に配分可能です。 

・園長への配分はできません。 
 

対象職員に関するＱ＆Ａ 

【問１】施設が独自に加配している職員は、処遇改善加算の対象となるか 

（答）教育・保育に従事している場合は対象となります。 

 

【問２】派遣職員は、処遇改善加算の対象となるか 

（答）対象となります。この場合派遣元事業所を通じて賃金改善が確実に行

われることを確認する必要があります。 

 

【問３】育児休業を取得した場合の賃金改善額について 

（答）通常、育児休業期間中は給与が支払われないため、この場合の育児休

業取得者に係る賃金改善額はゼロになります。このため、必要に応じて、代

理の職員の発令等を行い、当該職員に対して賃金改善を行ってください。 
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３ 加算額の算定について 

（１）加算算定対象人数 

ア 幼稚園、認定こども園、保育所等の事業所（イに定める事業所以外） 

区分３－①の「人数Ａ」又は区分３－②の「人数Ｂ」は、次の＜算式＞により

算定すること（１人未満の端数は四捨五入。ただし、四捨五入した結果が

「０」となる場合は「１」とする。）。ただし、第２の３（１）ⅰとⅲに定める

研修修了者が人数Ａに達しない場合は、人数Ａは当該研修修了者の人数で算定

し、第２の３（１）ⅱに定める研修修了者が人数Ｂに達しない場合は、人数Ｂ

は当該研修修了者の人数で算定すること。 

＜算式＞ 

「人数Ａ」＝「基礎職員数」×１／３ 

「人数Ｂ」＝「基礎職員数」×１／５ 

イ 家庭的保育事業、事業所内保育事業（利用定員５人以下の事業所に限

る。）及び居宅訪問型保育事業を行う事業所 

区分３－①又は区分３－②のいずれの適用を受けるかを選択する（「人数Ａ」

又は「人数Ｂ」のいずれかを「１」とし、他方を「０」とする）こと。 

 

・加算当年度の４月１日時点の研修修了者の人数で判定 

・加算当年度の４月１日時点において研修修了者がいない施設は、年度途中

に研修修了者を１人以上確保でき、本要件を満たすこととなった場合は、要

件を満たすこととなった日の属する月の翌月から加算を適用 

 

○加算算定対象人数に関するＱ＆Ａ 

【問１】「基礎職員数」に特例給付を受ける児童も含めるのか 

（答）特例給付を受ける児童は、２歳児クラス（小規模保育事業所 Cは児童

数）に含めて計算してください。なお、当然のことながら私的契約児につい

ては、算定に含めません。 
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【問２】令和７年度の見直しにより、令和７年度の研修修了者の数が、  

「人数Ａ」を下回る場合の取扱いはどうなるのか 

（答）令和７年度に限り、令和６年度に加算Ⅱの認定を受けていた施設・事

業者においては、令和７年４月１日時点で在籍していた職員について、加算

額算定に係る研修修了見込みの者（年度内に別に定める研修を修了する予定

であって、研修計画において当該者が研修を受けることを明示し、本人に周

知されているとともに、副主任保育士等に準ずる職位や職務命令を受けてい

る者をいう。）であっても、「人数Ａ」の「研修修了者」に含めて差し支えな

いものとして取扱います。 

 

【問３】研修修了が基礎職員数の 1/3 より多い場合の「人数Ａ」について 

（答）人数Ａは、基礎職員数の 1/3 が上限です。 

 

【問４】小規模事業所において「主任保育士」の職位を設ける必要があるか 

（答）小規模保育事業所（事業所内保育事業所（Ａ型又はＢ型）を含む。）

は、区分３の取得に際して、「副主任保育士等」及び「職務分野別リーダ

ー」に対応する職位を設ければよく、これに加えて、主任保育士の職位を新

たに設ける必要はありません。 

 

【問５】小規模事業所において、主任保育士を区分３による直接の賃金改善の

対象とできるか 

（答）小規模保育事業Ａ型は、保育所と同様に、主任保育士を処遇改善等加

算区分３による直接の賃金改善の対象とすることはできず、賃金のバランス

等を踏まえて必要な場合に行う配分調整による賃金改善のみが可能。 
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（２）算定（算式）について 

区分３の加算額は、次に掲げる施設・事業所の区分に応じ、それぞれに定め

るところにより算定した額となります。原則として、加算当年度を通じて同じ

区分３の算定対象人数及び区分３の種類を適用してください。要件の確認に係

る加算見込額の算定も同じ取扱いとなります。 

ⅰ 幼稚園、認定こども園、保育所等の事業所（ⅱに定める事業所以外） 

次に掲げる＜算式＞により算定した額の合算額をいう。 

＜算式＞ 

区分３－① 「区分３－①に係る単価」×「人数Ａ※」×「賃金改善実施期間

の月数」（千円未満の端数は切り捨て） 

※ 第２の３（１）ⅰとⅲに定める研修修了者が人数Ａに達しない場合は、人

数Ａは当該研修修了者（注１）の人数で算定すること。 

 

区分３－② 「区分３－②に係る単価」×「人数Ｂ※」×「賃金改善実施期間

の月数」（同） 

※ 第２の３（１）ⅱに定める研修修了者が人数Ｂに達しない場合は、人数Ｂ

は当該研修修了者（注１）の人数で算定すること。 

 

ⅱ 家庭的保育事業、事業所内保育事業（利用定員５人以下の事業所に限

る。）及び居宅訪問型保育事業を行う事業所 

区分３－①又は区分３－②のいずれか選択されたものについて、次に掲げる＜

算式＞により算定した額をいう。 

＜算式＞ 

「加算当年度の単価」×「賃金改善実施期間の月数」 

（千円未満の端数は切り捨て） 
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○まとめ 

見直し前 見直し後 

①副主任保育士等４万円×人数Ａ 

※ 人数Ａ ＝ 基礎職員数 × 1/3  

×賃金改善実施期間の月数 

※ ４万円の賃金改善をする者が１人 

いると、上記計算の額が得られる。 

②職務分野別リーダー等５千円×人数Ｂ 

※ 人数Ｂ ＝ 基礎職員数 × 1/5  

×賃金改善実施期間の月数 

※ 職務分野別リーダー等が人数Ｂ人い

ると、上記計算の額が得られる。 

①副主任保育士等４万円×人数Ａ 

※人数Ａ ＝ （（基礎職員数 × 1/3）と

副主任保育士等及び研修修了した主任保

育士等の合計数の少ない方の数）  

×賃金改善実施期間の月数 

②職務分野別リーダー等５千円×人数Ｂ 

※人数Ｂ ＝ （（基礎職員数 × 1/5）と

職務分野別リーダー等の少ない方の人

数） ×賃金改善実施期間の月数 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）  

加算額の算定は、研修修了者のみカウント可能です。 

ただし、令和７年度に限り、令和７年４月１日に在籍していた職員につい

て、加算額算定に係る研修修了見込みの者（年度内に別に定める研修を修了

する予定であって、研修計画において当該者が研修を受けることを明示し、

本人に周知されているとともに、副主任保育士等に準ずる職位や職務命令を

受けている者をいう）であっても、 「人数Ａ」の「研修修了者」に含めて

差し支えありません。 
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(例)定員９０人（職員 17 人※）の保育所の場合（イメージ） 

※園長１人、主任保育士１人、一般職員 15 人（保育士 12 人、調理員３人） 

※基礎職員数 15 人 

 

ケース１ 副主任保育士等が基礎職員数の 1/3（1/5）以上いる場合 

・基礎職員数×1/3：5 人≦研修修了者５人（Ａ①②③④⑤） 

・基礎職員数×1/5：３人≦研修修了者３人（Ｂ①②③） 
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ケース２ 副主任保育士等が基礎職員数の 1/3（1/5）未満の場合 

・基礎職員数×1/3：５人＞研修修了者３人（Ａ①②③） 

・基礎職員数×1/5：３人＞研修修了者２人（Ｂ①②） 
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４ 配分方法 

副主任保育士等及び職務分野別リーダー等（注）に対し、役職手当、職務手

当など職位、職責又は職務内容等に応じて、決まって毎月支払われる手当又は

基本給により賃金の改善を行ってください。 

※区分３は、賞与や一時金等による改善はできません。 

各施設・事業所においてその名称、内訳等を明確に管理してください。 

月額４万円の改善分について、４万円を超えない範囲で施設の判断により柔

軟な配分が可能です。 

職務分野別リーダー等を対象に、副主任保育士等に対する改善額のうち最も

低い額を上回らない範囲で、５千円以上４万円未満の改善額とすることができ

ます。 

区分２及び区分３を併せた加算による改善額のうち１／２以上は、基本給・

決まって毎月支払われる手当により改善してください。 

（注） 年度内に研修修了を予定している者であって、副主任保育士等及び職

務分野別リーダー等に準ずる職位や職務命令を受けている者を含む。 

 

○配分方法に関するＱ＆Ａ 

【問１】同一事業者内での配分は可能か（加算Ⅱでは、20％を上限に配分でき

たが、引き続き可能か） 

（答）区分３においては、充当不可となりました。 
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【問２】対象職員が年度途中に休業となった場合の取扱い 

（答）代理の職員の発令等を行い、当該職員に対して賃金改善を行うことが

基本となります。 

ただし、休業となった時期や園の職員構成等を考慮し、代理職員の発令等が

難しい場合には、別途代理の職員の発令等は行わず、施設職員の賃金改善に

充てていただければ問題ありません。 

その際、対象者・改善額・改善方法については、施設において自由に行って

いただくことが可能です。 

例えば、副主任保育士等として発令を行っていない職員に配分することや一

時金によって支払うこと、翌年度の賃金改善に充てることも可能です。 

 

【問３】加算認定を受けるまで職員に賃金改善分の給与を支給しなかった場

合、加算認定後に遡及して支給することはできるのか 

（答）区分３による賃金改善は、基本給・決まって毎月支払われる手当によ

り改善することが必要となるため、加算による賃金改善分の給与を支給する

よう努めてください。 

なお、加算による賃金改善分の給与を一時的にではあっても支給しないこと

については、賃金引き下げに当たる可能性がありますので、労働契約や就業

規則等に照らして問題が生じないか確認してください。 

 

【問４】毎月支払う手当による改善額が 1/2 を下回った場合の取扱いは 

（答）年度途中に職員が急に休業を取得した場合など、賃金改善計画書策定

時に想定していなかった事情が発生した影響により、基本給・決まって毎月

支払われる手当による改善額が賃金改善額の１／２を下回った場合であって

も、加算認定は有効です。 

なお、賃金改善実績報告書において加算残額が発生している場合には、翌年

度に、その全額を一時金等により職員の賃金改善に充てる必要があります。 
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区分３の配分方法（図解） 

・区分３－①（４万円改善） 人数Ａ ５人 

研修修了者 ５人 Ａ①②③④⑤ 

配分対象  ５人 Ａ②③④⑤ Ｂ④（園が必要と認める職員） 

・区分３－②（５千円改善） 人数Ｂ ３人 

研修修了者 ３人 Ｂ①②③ 

配分対象  ３人 Ｂ①②③ 

 

 

研修修了者（算定対象者）、配分対象者（早見表） 

 研修修了者 

（算定対象者） 
配分対象者 

園長 ○ × 

主任保育士 ○ △ 

副主任保育士等 ○ ○ 

職務分野別リーダー ○ ○ 
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横須賀市保育士等処遇改善加算 

 

１ 加算要件 

（１）処遇改善等加算区分３（旧加算Ⅱ）を算定していること 

（２）経験年数７年以上の職員※1※2（次の職種に限る）を配置していること 

幼稚園教諭、保育士、保育教諭、栄養士及び調理員（以下「保育士等」

と言います。） 

※１「１日６時間以上、かつ月 20 日以上勤務している者」 

   ※２「園長・施設長」は含まない。 

 

２ 賃金改善額の算出方法 

 市加算の額は、以下の計算で算出します。 

（経験年数７年以上の職員数 － 区分３（人数Ａ））×４万円 

 

【例１】７年以上の職員６人（保育士４人、調理員２人の場合）人数Ａ２人 

ⅰ市加算の対象となる７年以上の職員を算出（保育士等以外を除く） 

   ７年以上の職員６人 － ０人 ＝ ６人 

  ⅱ市加算の対象となる７年以上の職員数から人数Ａを差し引きます。 

   ７年以上の職員６人 － 人数Ａ２人 ＝ ４人（市加算の人数） 

  ⅲ市加算の金額 

   ４人 × ４万円 ＝ 16 万円 
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【例２】経験年数７年以上の職員６人（保育士４人、調理員１人、事務員１人

の場合）、人数Ａ ２人 

  ⅰ市加算の対象となる７年以上の職員を算出（保育士等以外を除く） 

   ７年以上の職員６人 － 事務員１人 ＝ ５人 

  ⅱ市加算の対象となる７年以上の職員数から人数Ａを差し引きます。 

   ７年以上の職員５人 － 人数Ａ２人 ＝ ３人（市加算の人数） 

  ⅲ市加算の金額 

   ３人 × ４万円 ＝ 12 万円 

ポイント 

・経験年数７年以上の職員の取扱いは、国と市で異なります。 

・市加算の対象人数は、保育士等から人数Ａを差し引いた数となります。 

 

３ 改善額の配分方法 

・原則、経験年数７年以上の保育士等全員に４万円を助成してください。 

・国は、市の加算対象とならない事務職員などへも配分可能としていることか

ら、経験年数７年以上の保育士等全員が４万円の改善とならなくても差支え

ありません。 

・同一法人内で運営する施設・事業所間で配分を行うことはできません。必

ず、施設・事業所ごとの職員で配分してください。 

・国の処遇改善等加算区分３に加え、市加算を上乗せして賃金改善をすること

はできません。 

・毎月決まって支払われる手当等により、支払をしてください。（区分３と同

じ取扱い） 
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○横須賀市保育士等処遇改善加算のＱ＆Ａ 

 

【問１】経験年数７年の要件は、具体的にどのようなものなのか 

（答）現在、勤務している施設・事業所と過去に勤務していた施設・事業所

の勤続年月数を合算した期間が加算当年度の４月１日時点で７年以上である

ことが必要です。 

過去の経歴に含められる施設・事業所は、区分１（９ページ）と同じです。 

 

【問２】副園長・教頭、主幹教諭、主任保育士の賃金改善をしても良いか 

（答）経験年数７年以上と職種要件である保育士等であれば、対象です。 

 

【問３】年度途中に経験年数７年以上の職員を採用した場合の取扱いは 

（答）該当年度の４月１日を基準日とするため、支給対象となりません。 

また、年度途中で市から施設に支払う金額が変わることはありません。 

 

【問４】年度途中に経験年数７年以上の職員を退職した場合の取扱いは 

（答）問３と同様、市から施設に支払う金額は変わりません。 

当該職員の後任職員（市加算の要件を満たす）に対して、賃金改善を行って

ください。 

ただし、「後任がいない」、「市加算の要件を満たす職員が配置できない」場

合は、余剰分を返還いただくこととなります。処遇改善等加算の実績報告時

に自己点検していただき、返還の必要がないか確認してください。 
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賃金改善の確認方法 

 

○賃金改善の確認項目 

①区分２と区分３のそれぞれにおいて、「加算による改善等（見込）総額」が

「加算（見込）額」を下回っていないこと。 

②区分２と区分３の改善等総額の合計の 1/2 以上が基本給・決まって毎月支払

われる手当により改善されていること。 

③国家公務員の給与改定に伴う増額改定が生じた場合には、それに応じた賃金

の追加的な支払を行う。 
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④「加算当年度の加算による改善額等の影響を除いた賃金見込総額」が「基準

年度における加算額等の影響を除いた支払賃金総額」を下回っていないこ

と。 

 

 

 

（補足）超過勤務手当等の取扱いについて 

令和７年度以降の処遇改善等加算では、基準年度の「加算額等の影響を除い

た支払賃金総額」と加算年度の「加算による改善額等の影響を除いた支払賃金

総額」を比較するため、住居手当、通勤手当、扶養手当など個人的な事情に基

づいて支給されるもので、個人的な事情に基づきその額が異なることが給与規

程等に規定されている場合、これらを除くこととしている。 

これらのほか、業務量や業務時間等によって変動する賃金（超過勤務手当、

●●手当等）についても、基準年度より増加（減少）したからといって、賃金

が改善（悪化）したと評価できるものではないので、以下のような調整を可能

としている。 
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超過勤務の影響により、基準年度の「加算額等の影響を除いた支払賃金総

額」より加算年度の「加算による改善額等の影響を除いた支払賃金総額」が低

くなってしまうような場合に行ってください。 

 

調整を行わずとも基準年度の「加算額等の影響を除いた支払賃金総額」より

加算年度の「加算による改善額等の影響を除いた支払賃金総額」の方が高くな

るような場合まで行う必要はありません。 

 

職員個人の賃金水準については「改善を行う賃金の項目以外の賃金の項目

（給与規定等に基づいた職員個人の業績評価等に応じて変動するものを除

く。）の水準を低下させないこと（※１）を前提に行う」こととしており、超

過勤務手当が増えたからといって、一時金等をその分減らすような対応は認め

られないため、留意すること。 

（※１）①基準年度と比べて加算額が減少する場合（※２）、②施設独自の改

善を実施しないこととした場合、③必要事項を記載した別紙様式７「特別な事

情に係る届出書」を提出した場合については、この限りではない。 

（※２）加算額や施設独自の改善額が減少したからといって、加算額や施設独

自の改善額の減少分以上に賃金水準を下げることは認められないため、留意す

ること。 
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Ⅱ 処遇改善等加算申請書作成手引き 

１ 作成が必要な書類等 

○ 処遇改善等加算申請書一式 （全施設が作成） 

児童数の計算表、各区分の見込加算額の計算表、申請に必要な様式等を格納し

ています。施設類型によって内容が異なりますので、適切なブックを使用して

作成してください。 

○ 資質向上のための計画書 （該当施設のみ作成） 

「処遇改善等加算申請書」の冒頭（「0_基本情報」シート）において「●」が

表示されたシートのみ、提出が必要です。国の通知等を参照して作成・提出し

てください。 

 

２ 処遇改善等加算申請書一式の作成手順 

０ 基本情報シート 

① 青色セルに必要事項を記入、又はプルダウンから選択してください。 
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② 記入が完了すると、作成・提出が必要な書類等に「●」が表示されます。 

 

⇒「●」が表示されたシート・書類の作成をしてください。 

⇒「－」が表示される場合は、記入が不足しています。①で記載している青色

セルが全て選択されているかもう一度確認ください。 
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１-１ 平均年齢別児童数計算表 １-２ 平均年齢別児童数計算表（分園） 

この表は、前年度の４月１日時点の児童数を加算算定の基礎としない場合に作

成する表です。（前年度４月１日時点の児童数とする場合は作成不用です。） 

注 家庭的保育事業の場合、この表は不用です。 

 

① 前年度の児童数（青色セル全て）の実績を入力してください。 

 

② 加算年度（現年度）の児童数の実績を７月分（青色セル全て）まで入力し

てください。 
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⇒ （２）の黄色セルに平均見込児童数が計算されます。この方法では実際の

平均児童数と乖離が見込まれる場合等は、（３）に８月以降の児童数（予

定）を直接入力してください。 

※ 分園を設置している施設の場合、本園と分園を別々に計算しますので「1-

1_児童数計算表」シートに本園分、「1-2_児童数計算表_分園」シートに分園

分を記入してください。 

 

処遇改善等加算に係る経験年数算定表 

①青色セルに必要事項を記入すると黄色セルに自動で計算結果が反映されま

す。 

②C 欄の年数に該当する区分１２の平均経験年数から選択します。 

③研修要件欄に、処遇改善等加算区分３の研修要件を満たす職員に「○」をつ

けてください。 
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２ 処遇改善等加算区分１・２加算額見込み計算表 

（ 家庭的保育事業の場合は「1_加算額計算表） 

① 青色セルに施設に関する情報、平均利用こども数、加算の適用状況等を入

力してください。 

平均利用子ども数欄は、令和７年４月１日時点の児童数又は平均年齢別児童数

計算表で算出した平均児童数を記載してください。 

標準時間と短時間の割り振りは、過去の実績を踏まえて記載してください。 

 

② シートの下部の黄色セルに「加算率」と「加算見込み額」が表示されます

ので確認してください。 
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＜確認事項＞ 

「区分 1」は旧加算Ⅰ基礎分、「区分 2」は旧加算Ⅰ賃金改善要件分＋旧加

算Ⅲ前年度と加算率や児童数、加算の適用状況等が大きく変わらないの

に、『区分１＋区分２』と『旧加算Ⅰ＋旧加算Ⅲ』の額が大きく異なる場

合は何らかのエラーがある可能性があります。 

また、各種加算の適用状況において今年度新設の「１歳児配置改善加算」

があります。当該加算については、表の余白に要件を記載していますの

で、適用が見込まれる施設においては「●」を付けてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



56 

 

３ 処遇改善等加算区分３ 加算算定対象人数計算表 

① 青色セルに年齢別児童数を入力してください。 

年齢別児童数は、令和７年４月１日時点の児童数又は、（２）で作成した平均

年齢別児童数計算表で算出した平均児童数を記載してください。 

 

② シート下部に「人数Ａ」「人数Ｂ」の実人数（各施設において、実際に配置

している研修修了済の職員数）を入力してください。 

（不在の場合も「0」を記入） 

 

③ 区分３の「加算見込額」が自動的に計算されますので確認してください。 
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＜確認事項＞ 

「実人数」には４月１日時点で必要な研修を修了している職員で「人数

Ａ」又は「人数Ｂ」に該当する職員数を計上します。ただし、令和７年度

に限り「人数Ａ」に研修修了見込みの副主任保育士等を含めることができ

ます。 

研修要件については、「職員１人当たりの平均経験年数の算定」におい

て、研修受講済みの方に「○」をしてください。 

 

【参考】計算結果シート 

注 家庭的保育事業の場合は「1_加算額計算表」に含まれます。 

① これまで入力した内容に基づき、加算率や加算見込額等を一覧で表示され

るので確認してください。 
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＜確認事項＞ 

「1_児童数計算表」や「区分 12 加算額計算表」では、Excel ブックの複

雑化を避けるために、エラー判定や排他設定等は最低限としています。そ

のため、例えば・ 併給できないチーム保育加算と 4 歳以上児配置改善加

算の両方に「●」を入れる 

・ 施設規模（定員）による上限を超えてチーム保育の加配人数を設定す

る 

・ 定員を大幅に超える児童数を入力する 

・ 区分３の「実人数」の人数Ａ・Ｂどちらか一方だけ入力する 

などがあっても、組まれた算式に基づき加算率や加算見込額等が算定され

ることがあります。 

不正確な情報の入力は、加算額を過少・又は過大に算出する結果につな

がりかねませんので、ここまでのシートで入力した内容に誤った内容がな

いか、特に念入りに確認してください。 

また、同様に複雑化を避けるため、以下の調整（減算）要素については

算定過程に組み込んでいませんのでご了承ください。 

こうした調整要素を含めて加算見込額を算出して申請する場合は子育て

支援課（給付担当）までご相談ください。 

 

◇ 定員を恒常的に超過する場合の調整（定員超過減算）／家庭的保育事

業以外の全類型 

◇ 配置基準上求められる職員資格を有しない場合の調整／認定こども園

（１号） 

◇ 年齢別配置基準を下回る場合の調整／認定こども園 

◇ 主幹教諭等の専任化により子育て支援の取組を実施していない場合の

調整／認定こども園 
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別紙様式 1 令和７年度加算率等認定申請書（処遇改善等加算） 

① これまで入力した内容に基づき、必要事項が適切に転記されているかを確

認してください。 

 

※ このシートにおける記入箇所はありません。 

【参考／国通知より】 
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別紙様式２ 令和７年度キャリアパス要件届出書 

① 青色セルに施設の状況に応じて入力してください。 

 

※ このシートを作成する場合、別途、資質向上のための計画書を提出する必

要があります。 

【以下の場合、このシートの作成・提出は不要】 

・過去にキャリアパス要件届出書及び計画書を提出しており、その内容に変更

がない場合 

・ 区分３の申請を行う場合 
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別紙様式３ 令和７年度加算算定対象人数等認定申請書（ 区分３ ） 

①青色セルに入力してください。黄色セルに集計結果が記載されます。 
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② 「２．加算額の算定に用いる加算算定対象人数について」にこれまで入力

した内容を自動的に反映されます。内容に誤りがないか確認してください。 

 

③横須賀市保育士等処遇改善加算（以下「市加算」という。）について青色セ

ルを入力します。 

 入力後、③に加算対象職員数が表示されます。 

 

＜確認事項＞ 

区分３による配分（賃金改善）の対象には研修修了見込みの者を含むこ

とができますが、加算を算定するための「人数Ａ」及び「人数Ｂ」には加

算当年度の４月１日時点で所定の研修を修了している者のみ計上できま

す。 

この点が分かりにくいので、国通知等を必ず確認してください。 

例外的に、令和７年度の申請においては経過措置として「ⅰ 副主任保

育士等（人数Ａ）」に研修修了見込みの者をカウントすることが可能で

す。（ただし、「ⅲ」（園長その他）についてはこの経過措置の適用はあり

ません。） 
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別紙様式４ 賃金改善計画書（処遇改善等加算） 

 

本様式は、全ての施設で作成が必要です。市への提出は処遇改善等加算を新た

に算定する施設のみです。 

「様式４」シートの欄外に「前年度の法定福利費等の事業主負担分（総額）」

と「前年度の賃金（総額）」をまず記入します。（後で活用できます。） 
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別紙様式４別添１ 賃金改善明細（職員別表） 

「様式４別添１」シートに必要事項を記入してください。（順序不同） 

◇ 加算当年度に在籍する職員の氏名（Ｂ列）を記入し、賃金改善の実施の有

無（Ｅ列）、職種（Ｆ列）をプルダウンから選択します。 

 

 

＜確認事項＞ 

前年度に処遇改善等加算の適用を受けていない場合や、初めて処遇改善

等加算の適用を受ける場合等を除き、基準年度＝前年度となります。 

また、基準年度に在籍していない職員がいる場合、空欄や「０」にする

のではなく、当年度と同水準の賃金が基準年度に支払われていたものと仮

定して計算・入力してください。 
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様式４別添１の最下段に入力 

②基準年度の処遇改善等加算の加算額（Ｌ列）、③基準年度の処遇改善等加算

の加算額に係る法定福利費分（Ｍ列）、④施設独自の改善額（Ｎ列）の総額を

シート下部に入力します。 

 

＜確認事項＞ 

「基準年度の加算額等の影響を除いた支払賃金総額」を算出する際、支払

賃金総額から控除を行う重要な箇所です。 

コメントや注釈を確認しながら、適切に入力してください。特に、以下

の点にご留意ください。 

・②には区分１（旧加算Ⅰの基礎分）は含められません。 

・ 「様式４」シートの欄外に「前年度の法定福利費等の事業主負担分（総

額）」と「前年度の賃金（総額）」の作業をしておくと、欄外に標準的な

算出方法で③を計算した結果が反映されます。 

・④には、国給付費（委託費）以外に、横須賀市その他の公的補助などを

活用して処遇の改善を行っている場合、これを計上します。また、国の

通知においてもここに算入することができる事例が示されていますので

適宜参照してください。 

⑤基準年度の前年度に支払うべき残額に対応した支払い賃金額（Ｏ列） 

⑥基準年度に支払うべき残額に対応した翌年度の賃金額（Ｐ列）がある場

合、職員ごとに記入してください。該当する支払い等がない場合は、空
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欄のままでも構いません（空欄は０円と同じ扱いとなります）。 

◇ この時点で、表の左側（基準年度の賃金まで）部分について見返し、

記入漏れや誤り等がないか確認してください。 

 

【主なチェック箇所】 

・加算当年度に在籍する職員すべてについて氏名等が適切に記入されてい

るか。（基準年度に在籍しており、加算当年度に在籍していない職員等

を記入する必要はありません。） 

・基準年度の支払賃金の総額がすべて記入されているか。（基準年度に在

籍していない職員であっても、仮定の賃金総額を記入する必要がありま

す。） 

・基準年度の処遇改善等加算の加算額に区分１（処遇Ⅰ基礎分）を計上し

ていないか。 

・施設独自の改善額に含めるべき内容等の記入が抜けていないか。 

・全体について、決算等と比較して内容に違和感がないか。 

 

⑧加算当年度の賃金見込総額（Ｓ列）、⑨区分２「賃金改善分」による改善見

込額（Ｕ〜Ｗ列、Ｔ列は自動計算）、⑩区分３「質の向上分」による改善見

込額等（Ｘ〜Ｚ列）がある場合、⑪定期昇給相当分（ＡＡ列）を職員ごとに

記入してください。 
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＜確認事項＞ 

年額で記入する必要がありますのでご注意ください。また、区分３の分類

（Ｙ列）については以下のとおり考えてください。（※「＊＊＊」は職名

が入ります。） 

＜＊＊＊（人数Ａ）＞ ＜＊＊＊（人数Ｂ）＞ 

→ 人数Ａ又は人数Ｂの算定人数としてカウントする職員（研修修了要件

あり）。 

＜配分対象者①（＊＊＊）＞ ＜配分対象者②（＊＊＊）＞ 

→ ４月１日時点で必要な研修を修了していない等のため、人数Ａ又は人

数Ｂの算定に含めないものの、研修修了見込みの場合や賃金バランスを踏

まえて賃金改善の対象とする職員。 

人数Ａ・配分対象者①は月額４万円を超えない範囲の改善、人数Ｂ・配分

対象者②は５千円（①の最低改善額を超えない範囲で５千円～４万円とす

ることも可）の改善を行う職員です。 

区分３による改善見込額（Ｘ列）には、分類（Ｙ列）に記入を行った職員

のみ記入するようにしてください。 

ただし、「園長、主任保育士、副園長等（人数Ａ）」であり、人数Ａにカウ

ントするが区分３の配分対象とはしない場合に、改善見込額を０円とする

のは差し支えありません。 

（特に、園長については配分対象にはならないため、改善見込額に０以外

を記入しないよう注意してください。） 

※ 令和７年度に限り、経過措置として人数Ａには研修修了見込みの副主

任保育士等をカウントすることができます。この場合、分類（Ｙ列）は

「＊＊＊（人数Ａ）」を選択してください。 

 

◇ ⑫基準翌年度から加算当年度までの公定価格における人件費の改定部分

（ＡＢ列）を表下部に、⑬加算当年度の前年度に支払うべき残額に対応した

支払賃金額（ＡＣ列）がある場合、職員ごとに記入してください。該当がな

い場合は空欄のままでも構いません。（基準年度が前年度の場合、⑫は０と

なります。） 

 

備考（ＡＥ〜ＡＧ列）に記載内容に関して留意点等がある場合は適宜入力して

ください。 
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＜確認事項＞ 

以下に該当する場合、できる限り「備考」への記入をお願いします。 

・育休その他の見通しにより、加算による改善見込額を１２か月分で計上

していない場合は、算定対象月が分かるように記載（○か月分、○月～

○月分など） 

・例えば、当年度は非常勤として働くが、基準年度は常勤として働いてい

たため、基準年度と当年度で大きく支払賃金が相違する場合はその内容 

 

※ 特に、前段については区分３－①（副主任保育士等）による改善見込

額を区分３－②（職務分野別リーダー等）による改善見込額が上回ってい

ないか（逆転現象）や、３－②による改善見込額（原則月額５千円）が過

少になっていないか等を審査の過程で確認します。備考の記載がない場合

は追って確認を行うことになります。 

 

シート下部の判定欄（オレンジ色セル）を確認して「○」が付いているかを確

認してください。 

（「○」が付いていない場合は、賃金改善の方法や要件を満たしていませんの

で、計画の見直しを検討してください。ただし、国通知第２－２－（４）な

お書きの特別な事情に係る届出書による対応を行う場合は、右側は「○」と

なっていなくとも申請は可能です。） 
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様式４別添２ 同一事業者内における拠出見込額・受入見込額一覧表 

必要事項を記入してください。（該当がある場合のみ） 

◇ 区分２は、同一の設置者・事業者が運営する他の施設・事業所における賃

金の改善に充てることが可能です。 

該当する場合は当該シートにおいて拠出額・受入額を記入してください。 
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③ 「様式４」シート青色セルに必要事項を記入してください。 

◇ 「様式４別添１」シート・「様式４別添２」シートで記入した情報が転記さ

れていますので内容を確認のうえ、まず「加算による改善等見込総額のう

ち、事業主負担増加見込総額」を記入してください。 

 

 

 

判定欄（オレンジ色セル）を確認して「○」が付いているかを確認してくださ

い。（「○」が付いていない場合は計画の見直しを検討してください。ただし、

国通知第２－２－（４）なお書きの特別な事情に係る届出書による対応を行う

場合は、下の判定欄は「○」となっていなくとも申請は可能です。） 

＜確認事項＞ 

判定欄では、以下の内容を確認して「○」「×」が反映されます。 

・区分２・３⇒Ａ：加算見込額と、Ｂ：加算による改善見込総額（改善額

＋法定福利費）とを比較して、Ｂ≧Ａとなっているか。 

・ （２）⇒処遇改善等加算以外の部分で賃金水準を下げていないか。（様式

４別添１の右側の判定欄と同じ内容） 
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「施設独自の改善額」に記入がある場合、その取り組み内容と算定根拠を記載

してください。 

 

ここまでの作業に問題がなければ、作成年月日、事業者名・代表者名を記入し

てください。 

 

＜確認事項＞ 

様式５（誓約書）の提出で足りる場合、様式４自体を作成する必要はあ

りませんが、様式４の作成作業を通じて、分かりにくい処遇改善等加算の

制度について理解することが期待されます。 

不安な場合などには、年度途中でも一度作成してみれば分かりやすいか

もしれません。 
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別紙様式５ 令和７年度 賃金改善の誓約書 

① 青色セルを確認し、必要に応じて区分２の加算見込額を修正してくださ

い。 

 

② その他の青色セルに必要事項を記入してください。 
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別紙様式７ 特別な事情に係る届出書 

① 青色セルに必要事項を記入してください。 

※ 本件はあくまで例外的な処理のため、ここでは割愛します。施設の状況に

応じて作成いただき、不明な点等があればお早めにご相談ください。 

 

３ 資質向上のための計画書の作成手順 

※資質向上のための計画書について決まった様式や標準形式等はありません。

各施設において適切に作成してください。 
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Ⅲ その他連絡事項 

１ １歳児配置改善加算 

 

○背景 

 2025 年度以降、 1 歳児について、保育人材の確保等の関連する施策との関係

も踏まえつつ、加速化プラン期間中の早期に 6 対 1 から 5 対 1 へ改善するこ

とが、「こども未来戦略プラン」において令和５年 12 月 22 日に閣議決定され

ました。 

 

○施設類型 

 保育所、認定こども園（保育認定２・３号）、小規模保育事業Ａ型、 

事業所内保育事業所 

 

○要件 

 以下の４つの要件を満たすことが必要です。 

・１歳児の保育士配置 １歳児５人につき１人 

・処遇等改善加算区分１、区分２、区分３を全て算定 

・職員１人当たりの平均経験年数が 10 年以上であること 

 （処遇等改善加算区分１、区分２で算定している年数） 

・ＩＣＴの機能 ① ＋（ ②、③、④（いずれか１つ以上）） 

【必須機能】 

 ①園児の登園及び降園管理に関する機能 

【いずれか１つ以上の機能】 

 ②保育に係る計画・記録に関する機能 

 ③保護者との連絡に関する機能（ICT を介さないメール、アプリは不可） 

 ④キャッシュレス決済に関する機能 
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○届出 

 横須賀市へ認定申請が必要となります。（12 月申請受付開始） 

 令和７年度中の申請に限り、４月に遡ることが可能です。 

 ただし、４月１日時点で加算要件を全て満たしていることが必要です。 

 申請書は、横須賀市のホームページからダウンロードしてください。 

 ・総合案内 ＞ 健康福祉・子育て教育 ＞ 子育て事業者の方 ＞  

  特定教育・保育施設等の方への情報 ＞ 公定価格について 

 【URL】https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2645/kouteikakaku.html 

 

 申請書記載例① 

 ・桃色セルへの入力し、黄色セルに「○」をしてください。 
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申請書記載例② 

・橙色セルの該当箇所にチェックしてください。 

 （ICT 機能①と②の機能を有する場合） 

・添付資料として、「加算算定月の職員雇用状況表」と「ICT 機器の機能や、導

入時期がわかる資料（契約書等）」を提出してください。 
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２ 各種加算等の届出 

 

 令和３年度以降、施設から市へ申請いただく各種届出について、ご案内がで

きていませんでしたので、改めて皆さまにお知らせいたします。今後、新たに

加算を算定等する際は、市へ届出が必要となりますのでご承知おきください。 

 

○申請 

 子育て支援課あてに申請書と添付書類を提出してください。 

 申請書への記載事項は、セルに着色していますので、項目を確認して入力を

してください。添付書類は申請書に記載してありますので、ご確認ください。 

 

○申請受付 

 令和８年度から新たに加算を算定する際は、市へ届出を提出してください。 

 以下の加算は令和７年度から届出を受付します。 

・令和７年度処遇改善等加算（令和７年９月中旬） 

 ・１歳児配置改善加算（令和７年 12 月受付予定） 

 

○様式 

 申請書は、横須賀市のホームページからダウンロードしてください。 

 ・総合案内 ＞ 健康福祉・子育て教育 ＞ 子育て事業者の方 ＞  

  特定教育・保育施設等の方への情報 ＞ 公定価格について 

 【URL】https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2645/kouteikakaku.html 
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○加算等の適用 

・新たに加算を算定する場合 

 加算を算定する当月中に申請してください。 

 要件が確認できない場合や挙証資料の提出が遅れた場合は、 

翌月以降となる場合があります。 

 

・加算要件に適合しなくなったとき（調整の適用等を受ける場合を含む） 

 要件に適合しなくなった日※の属する月の翌月から加算適用がなくなりま

す。 

 ※月の初日に適合しなくなった場合は、その月から加算適用がなくなりま

す。 
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３ 公定価格において是正が必要な項目 

 

○主任保育士・主幹教諭等専任加算、主幹保育教諭等の専任化未実施 

・対象施設 保育所、幼稚園、認定こども園 

・公定価格上の取扱い 

施設類型 保育所（主任保育士） 幼稚園（主幹教諭等） 認定こども園（主幹保育教諭） 

取扱い 加算項目 調整項目 

要件 

必要保育士（教諭）数を超えて代替保育士（教

諭）を配置し、所定の事業等を実施する場合に

加算項目を取得可能。 

専任化するための代替保育教諭等

の費用は基本分単価に含まれてい

る。 

代替保育教諭を配置して所定の事

業等を実施していない場合、減算

される。 

必要数 １名 ２名 

必要な 

届出 

加算項目申請の届け出を行う。 「主幹保育教諭等の専任化に

より子育て支援の取組みを実

施していない場合」として市

へ調整（減算）認定の届出を

行う。 

 

 

＜是正が必要な事例＞ 

・主任保育士、主幹教諭等、主幹保育教諭等がクラスや学級担当を兼務 

・主幹保育教諭等の配置が１人配置（２人配置が必要） 

 

・職員配置ができない場合の取扱い 

 「主幹保育教諭等の専任化により子育て支援の取組みを実施していない場

合」として市へ認定の届出が必要になり、この届出を行うと、公定価格の所定

単位数が給付費から調整（減算）されます。 
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４ 本資料に関するご質問について 

 

市ホームページに質問表を掲載しておりますので、こちらをダウンロードし、

質問事項等を記載のうえ、横須賀市へメール送付してください。 

【質問送付先メールアドレス】 cfgi-cfr@city.yokosuka.kanagawa.jp 

 

９月末までにいただいた質問は、Ｑ＆Ａにとりまとめ 10 月末を目途に市ホー

ムページへ掲載いたします。 

Ｑ＆Ａをホームページに掲載できましたら、各園にメールでお知らせします。 

 

本資料及び質問票の掲載場所ＵＲＬ 

https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/2645/kouteikakaku.html 

 


